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中国の農業における重要課題
一農地利用権の流勤化・農業の産業化一

黒河　功
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はじめての農業白蜜

申国農業における璽要課題

襲地利用権の流動化メカニズムの確立について

農業の産業化について

農業の産業化への展望

1．はじめての農業白露

　中蟹で最初の農業白書「申国農業発展報告’95」が中国農業部から発刊されてい

る。中国で行政機開が行政機関の名称を正面切って用いて発刊するものとしては

農業白書が初めてということである。これによって申国の農業政策の内容とその

評価に対する行政側の公式見解が利用可能になり、中国農業研究者にとり依拠す

べきひとつの重要な基準が与えられ、研究推進上大きな利便をもたらすと自賛さ

れており、日本においてもさっそく中国農業部著・菅沼圭輔訳・白石和良解説「中

國農業白書激動のワ9」95」として、1996年末に発行されている。

　これまで中国の研究者あるいは当局からの断片的な情報を基に、やや主観的に

理解してきたことがらが、このような当局による公式見解に照らしてみると、こ

とがらの意味、政策体系における位置づけが明瞭になり、中国農業の理解におい

てたいへん参考となる文献といえる。とくに中国を対象に調査研究を試みる場合

に、掲げる問題の全体における位置づけ・連関図を構築しえるところに大きな意

義がある。ここでは主として前掲の菅沼訳・白石解説の著に依り、とくに直接農

業生産に関わる農地利用権の流動化および農業の産業化という二つの：重要課題に

絞って要約し、中国農業閥題に関する覚え書きとしておきたい。
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2．中国農業における重要課題

この農業白書の内容の中でとくに関心がもたれるものは、当局が自ら重要課題

として位置づけて掲げているテーマである。それは①農地利用権の流動化メカニ

ズムの確立について、②農産物価格の上昇の原因とその抑制に関する考え方、③

農村労働力の地域を超えた秩序ある移動を誘導する、④農業の産業化とその発展

の道、⑤食糧を5千万トン増産する潜在的能力とその対策、の5項躍である。

　①は、農家が農地の請負経営権と利用権を獲i得するようになって、生産意欲が

高まり、農業経営の安定化、生産の安定化への展望が見えるようになっているが、

一方、短期的な奪略耕作や耕地の細分化、さらに農地資源の有効な再分配のあり

方において、一部、感度的な規範性に欠ける場面があり、それらを改善しなけれ

ば、効率的な農用地利用の前提となる農地利用権の流動化メカニズムが確立しな

いからである。

　②は、この間、農産物価格の大きな変動とくに高騰がみられたが、その根本的

原因とインフレとの関係を見極めることをつうじて、農産物市場を安定化させる

ことが社会全体の大きな関心ごととなっているためである。

　③は、農村労働力の地域を超えた移動規模がますます大きくなってきており、

祉会経済発展にさまざまな影響を与えているが、その移動の現状と原因を分析し、

農村労働力の合理的で秩序ある移動政策を構築する必要があるためである。

　④は、今後いかにして農業懲身の収益性を高めていくか、農業内部の持続的発

展メカニズムを形成するか、条件整備によって多くの農民を市場に参入させ公平

な競争市場を形成するかが眼目となっており、有効な農業発展モデル構築が改め

て求められているからである。

　⑤は、2千年末までの人口増大、国民経済発展、論義の申流レベルの生活のた

めに必要な食糧の生産量増加を達成するために、各資源の賦存状態および農業生

産における物質的・技術的条件の検討を踏まえ、対策を講ずる必要があるためで

ある。以下、本稿では①と④の課題に絞り、その問題状況に関する整理を行う。

3．農地利民権の流高評メカニズムの確立について

　中央政府は耕地の請負期間をさらに30年間延長するという政策を打ち出した

が（199漿）、その際に行った調査では、生産隊の境界を超えて村全体で耕地配分を

行ったり、農地利用権割り換えの折に農家に配分しない機動耕地（当分は分配せ

ず予備として保存）割合を引き上げるなど、現実には農地所有権を取りまく諸関
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係が任意に改変されたために、農地の利用、収益の取得、処分などの権限が不明

確になっている場合がみられ、そのために農地利用権の流動化が緩慢になってい

るとみられた。その背景には、とくに内陸部を中心とする農民にとってはもちろ

ん、経済発達地域における農民にとっても、農地は生計を維持するための最後の

拠り所となっており、農地に対する特別な執着心をもっこと。とくに老後など社

会保障に関する制度的保証に深刻な不安をもつためである。また岡時に、生産支

援機能の脆弱性と農業生産の収益性の欠如のために、他人の農地をより多く借り

ようとする誘因に欠けていることも、流動化が進まない原因とみられている。

　農地利用権流動化の主たる方式として、①両面制、②適性規模経営、③農村の

未利用荒地利用権の競売などが考えられており、また実際にも取り組まれてきつ

つある。・

　添田とは、飯米生産用地と供出用穀物生産用地のことであり、両田制とはそれ

ぞれの利用権を、飯米用地（口糧照、免税）には農家世帯員数による頭割り均等

配分（均田制）、供出用地（責任論、課税）には主として世帯の労働力数（世帯員

数あるいは入札方式の場合もある）に応じて配分する方式のことである。これに

よって家族経営制度の安定化を図ると岡時に、意欲的な担い手によって効率的に

農業増産が実現できる仕組みが構築できると考えられている。

　また適正規模経営とは、農家から村などへの逆請負、村を超える範囲での請負、

農家の利点権を株式所有権に変えることなどによって、規模拡大経営農家、家族

経営農場、村営集団農場、農業機械作業サービスステーションが請け負う経営農

場、農地経営を村営の農村企業組織に組み込んだ方式などの形態によって、主と

して供患用農産物を大規模に効率的生産するというものである。

　翻心用地荒地利用権の競売方式とは、主として西部の丘陵・μ澗地域において

想定されているものであり、村の集鴎所有権を変更することなしに、荒地の長期

にわたる旧聞（一般に60・憩0年）の利用権を競売し、その聞、購入者の開発・

経営・受益の権利を認めようとするものである。その方式の特徴は、行政区分の

境界を超えて誰もが競売に参加できること、所有制度による購入者の性格に制限

がなく、いかなる経済主体でも参加できること、利用権の請負期間に制限を設け

ず、期限の延長が認められていること、開発された土地の利用権の相続・譲渡・

抵当権設定が認められていることなどである。この方式によって、計爾的な投資

を行うことができ、短期的略奪的開発が防止できること、所有権の帰属関係の明

確化・利用権の安定的保証、土地の経営権に関する概念の定着化、土地市場とい

うものの概念形成、放置されてきた未開発地域の霞然資源・労働力資源が活用さ

れること、などが期待されている。

　このような農地利用権をめぐる調整が市場メカニズムをとおして行おうとす

一157一



　①は、いわゆる竜頭企業と農家の結合型であり、両者の契約方式により、生産・

加工・販売の一貫体制を構築している。このタイプは耕種・畜産・水産のすべて

の分野において普遍的にみられるものである。

　②は、農村にある既存の合作組織や郷村の経済・技術サービス機構、あるいは

農村の技術職人・土着の専門家を中心として各種の株式合作組織や株式合作企業

などの経済主体を設立し（株式方式・社員二度）、同じく一貫体制による展開を行

うものである。

　③は、地域条件の申で特乱作閉による専門的生産を背景に、流通の振興と専門

卸売市場の育成を図りながら、専門市場と農家を契約方式や共同経営体設立によ

って直結させ、農民を市場システムに直接参加させながら全国的な流通展開を行

うものである。

　④の中で特筆されるべきものは、地域を超え広域的に組織された連合会の結成

である。二二省の「農産連」が存名であるが、買付価格と輸出価格との齪臨から

生じた混乱を、情報の交流、相互協力などによって調整し、損害をくい止めると

いう機能を発揮した。さらに共同開発機能まで併せもつ協会組織は、広大な中国

における農業の産業化モデルのひとつとして今後欠かせない存在であるとの認識

がなされている。

　このような農業における産業化によって期待されるメリットは、①農産物販売

の二面における交渉力が強化され、従来農民が抑えられてきた生産物価格の向上、

②農産物加工過程を賦与することにより、付加価値が付けられ、それが農民へ再

配分される、③農家悩々はこれまで一般的に銀行融資を受けられないできたが、

組織からの融資が可能となり、資金力が向上する、④組織による農家への先払い

方式による場合もみられ、価格変動リスク回避、運転資金確保の役割がある、⑤

組織が投入資材産業部門をもつ場合が多くみられ、組織傘下の農家は安価に生産

資材を購入することができる、⑥地方財政上への貢献、⑦組織がもつ加工工場な

ど、農家の就業機会の場が広がる、⑧農業技術の普及・伝播の側面における効果

がみられることなどである。

　農業の産業化は、新生中国における農業問題すなわち土地改革、郷鎮企業化な

ど一連の農業改革の流れの中で生まれてきた重要課題として認識されており、既

に沿海地域を中心に展開されているが、全体的にみると課題も多い。まず、①農

家と企業組織などとの問における利益分配のあり方・ルールが、企業組織、業種、

地域などによって明確ではなく、また理論付けも明確ではないこと、②合作社組

織との関連も明らかではないこと、③科学技術の普及に対し、積極的に貢献する

三面がなかなか生じないこと、④組織・地方致府・中央政府との間の関係が必ず

しも明瞭ではなく、また政府の計画との整合性、市揚ニーズとの整合性も必要で
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る前提条件としては、①農地所有権の境界が明確であること、②市場メカニズム

とその機能を保証する環境条件、例えば老後への配慮などが整備されている必要

がある。

　そのための対策としては、①農地の請負期間を3◎年間延長する政策を確実に

実行して、土地所有関係を長期にわたって安定させ、「世帯人口が増えても農地は

増やさず、世帯人口が減っても農地を返上させない」という原則を徹底すること、

②都市・農村戸籍制度を改革し、農村における小城鎮建設を促進することによっ

て、労働力の秩序ある移動を誘引すること、そのためには金融市場としての協同

組合金融、民間金融、合作基金会などの機能を十分に発揮させること、③農地利

用権の請負契約など農業サービスシステムを構築すること、④地域的な社会保障

制度を確立すること、⑤政府による農地利用権流動化に関わる法体系の整備によ

る土地市場メカニズムの確立、農業税制度の改革による統一的な土地税制の確立

（とくに種々の場面における公課徴収制度の廃止方向）、政府によるマクロ的農地

行政の確立、などが具体的措置としてのぼっている。

4．農業の産業化について

　農業の産業化とは、市場経済化を前提に、農業生産とその前後の関連部門を結

合させた完全な産業システムを確立することであり、耕種・畜産・水産と加工業、

生産・資材供給・販売、農業・加工・流通などにおける一貫化を図り、農業の付

帯価値能力や収益性を飛躍的に高め、最終的には自立的に蓄積と拡大再生産が可

能な発展メカニズムを形成することにある。このことは具体的には、生産の専門

化、産地の地域二化、一貫経営形成、サービスの社会化、企業的経営管理の実現

として現れるとしている。

　家族請負制に移行してから農業経営意欲は増したといえるが、’零細規模の家族

四位のままでは、農業生産のみでは生活維持が圏難であるために労働力が他出し

てしまうことになる。したがって労働力不足となり、生産物は商品としての質と

量のいずれにも欠けるものとなるため、零細農業のままでは収益性に結びつかな

いことに気づき始めた。このような過程の中から粗収益より所得概念に関心が強

まり、それが組織化とくに産業化への発想となってきたのである。

　このような農業の産業化はとくに90年代になって山東省、広東省、河南省、

吉林省など嬢省にわたってそれぞれ独自の構想によって展閥されている。組織

形態によって類型化すると、①企業主導型、②既存合作組織の再編型、③卸売市

場との連携型、④その他、の4つに分類される。
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あり、したがって現状では現場の取り組みに対する政策的援助、貸付資金の援助、

税優遇措置など、地域や業種などによってそのあり方は多様であり、取り組み条

件における明確性に欠けることなどである。

　とくに多くの場合、市場ニーズに対する反応が一般的に鈍いこと、あるいはサ

ービス部門における経験不足から、その部門における展開が弱いことなどが、指

摘されている。また地域的にみれば、内陸部とくに西部地域における農業の産業

化の展開動向は弱く、交通・運輸の発達程度および輸出先・移出先の目標が明確

に定められるか否かが、重要な鍵となっているようにみられる。

5．農業の産業化への展望

　本稿では、中国の農業における重要課題とされるもののうち、農地利用権流動

化と農業産業化について整理してきた。しかし答つの重要課題は相互に深く関連

をもつことはいうまでもない。

　経済体制改革が進展する中で、労働力の域外移動調限を緩撫されるようになっ

たが、域外移動は経済発展地区と内陸部との大きな経済的格差の存在の故に自然

な流れであり、その動きはそれまでの人民公社制と農産物の統一買付・割当買付

制度が緩和してきたことも背景としてあげられる。このことは、質のよい中年・

青年労働者を排出することになり農業労働力における質の低下を招き、食：糧の増

産計爾にも支障をきたす側面でもある。また食糧増産のためには、農地集積によ

る効率的生産体制の確立が不可欠であり、それが農地利粥権流動化促進に結びつ

いている。さらに、社会秩序の安定化のためには、農産物価格の高騰あるいはイ

ンフレ進行は避けなければならないが、多くの農民にとっては収益的農業生産な

ど農業従事に対する誘因も用意されなければならなく、農家の所得確保のために

農業の産業化が図られる必要があった。

　農業の産業化の推進に当たっては、それぞれの地域において主導的産業を選

択・育成すること、中核的農産物市場を育成した上で申核的企業を育成すること、

その場合、大規模であることと同時に普及する範囲が大きいこと（大）、技術水準

および付加価値が高いこと（高）、外向型産業であること（外）、癒しい原材料使

用や新製品であることく新）、多様な所有制に基づく多様な組織形態による主体を

想定することく多）などが原則として標榜されている。

　このように農業の産業化においては、種々の方式が想定されており、また既に

多様な形態において、とくに沿海地域、すなわち輸出先が確保されやすい地域に

おいて展開されてきている。また、そのような海外との交易の場面においては、
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外資の参入も含めて資金調達能力に富む、とくに竜頭企業型による農業の産業化

がより有利な展開条件が確保されているとみられる。

　しかしながら、中国の国情から、研究者や中央政府においても、眼目は「とり

わけ農民の利益を保護すること」にあるとして、①農民が自主権（例えば作付権）

を確保すること、自らの付加価値化をもって農業所得の拡大に努力すべきである、

②郷鎮企業を一段目発展させることによって、農家の所得確保の機会拡大に努力

すべきである、③企業主導型ではなく、農民自体の組織化である合作社組織が中

心となるよう努力すべきである（「階級闘争」を経ること）とする意見もある。

　従来からみられた合作社化と産業化との違いは、産業化構想はインテグレーシ

翼ンの形態であり、それが市場と深く連携しているというところに特徴があり、

単なる農民間組織とは異なるものである。そこでは企業と農民とは共同関係とし

て想定されており、この点から企業が農民に利益配分するのは当然であるという

考え方である。したがって一方では、企業と農民との対立関孫として捉えること

もでき、いわゆる剰余価値をめぐる問題として認識されている。

　今後、申国においては以上のような議論の整理と理論化が必要となっているが、

実際上の問題としては、沿海部地域とは異なる条件下にある内陸部あるいは西部

地域における農業の産業化のあり方など、地域条件が配慮された具体的な戦略と

方策が必要であり、農業の産業化構想は、内陸部において展開されるようになっ

て初めて、この構想が有効であったと広く認識されるものといえる。

嚢唱津軽企業の暴本状況

農村 企業従 企業糧 輪綴劔ナ 無鶴輌 翻奪の

年次 企難数 三三此
搆ｸ寧

業舞数 籔薄年銘
搆ｸ率
二三力

ﾉ鋤轟

生薩額
ﾋ

農二会盤
Y翻こ糧嚢

雌蓉額騒 齪難塞

ｫ無
鑛行醗

I残轟
1万軒） 〈％） （万人〉 《％） 回合（癒元） 億元） 齢（％） 憾充） 〈湯元） 《億元）

盆四書 15麗 露繊6。6 鼠5 嬉93．聾 雛2 露2鼠6 餓㊤

藍麗⑫ 三壌2．S 一槍 器99．7 蕊 鼠7 鰯3 鰍5 3露6．3 蕊1
欝鍵　． 劔茄 欝浴 蔭罰＆1 61．o 軽2 五7㈱．9 麗。 57甑。 藍鰍拶

欝麗 笠総＄2 乳9 §騒5．s 鍵 騒．墨 6喋95ン 51．＄ 露寒7 笈灘，＄ 7鍛曝

笠鱒鷺 霊◎7鶉 1｛L1 105雛1 蓋0．＄ 至急 17囎5濃 70．6 笠1鰍8 羅微1 童総鱒
藍鱒3 麗52．§ 1＆o 難露？8．o 総 捻3 31i彊。．7 ？8．9 器5ao §糠L1 露鯵劔

1鱒魂 2墨95の 1ン 12017．0 ＆6 13．1 鋸58＆0 s％ 339＆◎ 呂＄§8瀞 3鵬漁
二部蟷域の

烽ﾟる翻合
魂3．9 ／ §7．5 ／ ／ 72．5 ／ 914 7◎混 銘惑

申趨地域の 49。垂 ／ 36．6 ／ ／ 騒．7 ／ 7β 離三 露6混

霞める翻合

西部地域の

Eめ馨野合
甑7 ／ 騒趣 ／ ／ 露．婁 ／ 蓋．1 盛芯 露藷
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表2農村企業の主要財務指標および経営収益指標

粗収益 企業利潤 農村企業企難顯 固定資産当初 齪難当切 糧収益玉GO

年　次
13）

i億元）

・納税合

v額
i億元）

愛寵還

[税額

i藩士）

貢揃年比

撈ﾗ率
i％〉

企業利潤

i慧元〉

卸金総額

i億元）

一人当り平

ﾏ生離

i元／人）

取縄額1◎o元峯

閧ﾌ利潤・納

ﾅ合凹凸

@1元〉

囎翻9元
ﾎの雛産
氏@（元〉

元当りの

ｬ動蜜金

i兀〉

夏978 魂31．垂 110ユ 認．o ＄雛 薯6．6 1，7腿五 毒8．a 瓢喋．8 鰍。

欝80 5ga1 趨．1 濤5。7 蓋3．7 曲玉纒 搬、違 鼠戸＄99 藍露 露麗B 澱7
蓋9艇 12682 譲07．8 79．1 34。書 128．7 隠93 3駕32 36．エ 露9？違 滋．曝

盆988 逸，232£ 塁952 塞36．5 曝。．7 露592 縫1藷 6，＄◎5澄 313 盈10沿 36．塁

199露 10，◎鎗§ 1，1鳳5 63a9「 蓋693 壌？？．§ 襲57．1 蓋7，曝55£ 322 3＄9ジ 遼｛播

1993 26，墨33．O 2，92ao 1，059℃ 66．3 1，9礁。 露，3越．き 露5，7薩⑪ゆ 5亙．§ 塁56ン 慧鉛

199遜 39，27齢 3，876．◎ 1，59紛 獣｝2 濤572．o 3，¢03，0 3＄β75瀞 垂9．＄ 孝63遜 露9．6

東部地域の

�髞ｱ合
70．7 70．魂 71．1 ノ 70．1 63．茎 ／ ノ ／ ／

中部地域の

宸驫ы
26．0 26．3 25．1 ／ 27．o 31．6 ／ ／ ／ ／

西部地域の

閧ﾟる罰合
33 34 3．8 ／ 2．9 53 ／ ／ ／ ／

注：農村企業関連データは農業省のデータによる。

（註）農村企業螂鎮企業1には、郷（鎮）および村の集団経営の企業と村の下に

ある「村山小組」経営企業、農家共同経営鼠戸経営詮業、晶晶経営企業、私営

委企業、共同経営三焦合体翌企業と呼ばれる複数の二人経営企業や農家が出資し

あって設立する組合的企業などの全体が含まれる。ここでいう個人経営姻体経

創とは家族労働力を主体としたものを指し、私営は雇用労働力を主体としたもの

を指す（沖国農業白書」訳者による用語解説）。
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